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事業 事業 国土交通省
事業名 一般国道７号 象潟仁賀保道路 一般国道

きさかた に か ほ

区分 主体 東北地方整備局

自：秋田県にかほ市象潟町小滝
きさかたまちこ た き

起終点 延長 １３．７ｋｍ
至：秋田県にかほ市両前寺
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事業概要
一般国道７号は、新潟県新潟市を起点とし青森県青森市へ至る延長約553kmの一般国道である。
象潟仁賀保道路は日本海沿岸東北自動車道の一部を形成し、秋田県にかほ市象潟町小滝から同市両前寺

に至る延長１３．７ｋｍ、4車線の自動車専用道路である。
Ｈ１７年度事業化 Ｈ１６年度都市計画決定 Ｈ１８年度用地着手 Ｈ１９年度工事着手

（Ｈ－年度変更）
全体事業費 約４４０億円 事業進捗率 ７２％ 供用済延長 １３．７km
計画交通量 象潟仁賀保道路＝１７，６００台／日 現道＝５，０００台／日

Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)／(事業全体) 総便益 (残事業)／(事業全体) 基準年
費用対効果 (事業全体)１．９ １３１億円／ ５１８億円 ８７８億円／１,００１億円
分析結果 事 業 費 ： ８５億円／ ４５９億円 走行時間短縮便益：７７５億円／ ８５０億円 平成２７年

(残 事 業)６．７ 維持管理費 ： ４５億円／ ５９億円 走行経費減少便益： ３４億円／ ５９億円
交通事故減少便益： ６９億円／ ９２億円

感度分析の結果
【全体事業】交 通 量 変 動 ：B/C=1.5～2.3(交通量 ±10%)【残事業】B/C=5.7～7.8(交通量 ±10%)

事 業 費 変 動 ：B/C=1.9～2.0(事業費 ±10%) B/C=6.3～7.2(事業費 ±10%)
事業期間変動 ：B/C=1.9～2.0(事業期間 ±1年) B/C=6.5～6.9(事業期間 ±1年)

事業の効果等
①円滑なモビリティの確保

・にかほ市から第二種空港である秋田空港へのアクセス性が向上（現況：６５分）
②個性ある地域の形成

・主要な観光地（道の駅「象潟」、鳥海山・鉾立 等）へのアクセス性が向上
③安全で安心できるくらしの確保

・にかほ市から三次医療施設である秋田赤十字病院（秋田市）へのアクセス性が向上（現況：７０分）
④災害への備え

・秋田県緊急輸送道路ネットワーク計画において、国道７号が「第一次緊急輸送道路」に指定
・緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区間の代替路線を形成

関係する地方公共団体等の意見
○秋田県知事の意見

・「象潟仁賀保道路」については、今年度秋の観光シーズン前に開通される見込みとなり、これにより、
昨年度選定された重点道の駅「象潟」をゲートウェイとした観光振興や、輸送効率化による域内企業
の再生と成長が進み、由利地域の活性化を大きく後押しするものと考えております。

・残事業を早期に完成させるとともに、隣接する「遊佐象潟道路」についても、コスト縮減に努めなが
ら、早期の開通に向けて事業の促進をお願いします。

○以下の団体等から、象潟仁賀保道路の整備促進について要望あり
・日本海沿岸東北自動車道建設促進秋田県南部期成同盟会
・本荘由利交通体系整備促進協議会
・にかほ市、由利本荘市
・東北日本海沿岸市町村議会協議会
・秋田県建設業協会

○民間主催のシンポジウム、フォーラム
・第27回日本海夕陽ラインシンポジウム

（平成27年11月30日、主催は新潟県、山形県、秋田県、青森県の日沿道沿線の各青年会議所）
・第17回日本海沿岸東北自動車道建設促進フォーラム（平成27年9月4日、主催は東北経済連合会）

事業評価監視委員会の意見
対応方針（原案）どおり「継続」が妥当である



事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等
・東日本大震災時には、日本海側のルートが被災地への支援物資輸送等、重要な役割を果たし必要性が

再確認された
・平成２４年度に二ツ井今泉道路が新規事業化
・平成２４年１０月２７日に象潟仁賀保道路(金浦～仁賀保)と仁賀保本荘道路(仁賀保～両前寺)間

延長８．２ｋｍが開通
・平成２５年度に遊佐象潟道路、朝日温海道路が新規事業化

事業の進捗状況、残事業の内容等
・平成１７年度事業化、用地進捗率１００％、事業進捗率７２％（平成２７年３月末現在）
・平成２４年度：金浦～仁賀保間 延長６．９ｋｍ（2/4）部分開通

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等
・事業の進捗に係る問題はない
・平成２７年１０月１８日に象潟～金浦間 延長６．８ｋｍ（2/4）開通

施設の構造や工法の変更等
・法面防草板の素材の変更

対応方針 事業継続
対応方針決定の理由
以上の状況を勘案すれば、当初からの事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。


